
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２８０ 

防災行政無線システム 無線局定期検査業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

東北総合通信局による無線局定期検査が実施されるため、登録検査等事業

者制度を利用し、検査業務を委託するもの。 

 

相

手

方 

名  称 日本電気株式会社 福島支店 

代 表 者 支店長 江沼 和美 

所 在 地 福島県福島市本町５番５号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、定期検査の対象となる無線局の設置業者であり、機器の操作及びシステム

等の動作確認が必要となることから、他の業者では対応が不可能なため、当該業者との随

意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部 危機管理課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２９７ 

雫浄化センター遠心脱水機Ａ号機整備修繕業務委託 

履行場所 南相馬市原町区雫字権現下地内 

種  類 物品委託 

概  要 遠心脱水機（Ａ号機）整備修繕 

相

手

方 

名  称 株式会社広島メタル＆マシナリー 

代 表 者 ケムテックカンパニー社長 河島 祐史 

所 在 地 東京都新宿区新宿一丁目８番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

本業務は機器のオーバーホール及び消耗部品の交換であり、既存設備との総合調整を含

め業務履行が可能であるのは、当該施設の製造元である上記業者のみであることから、地

方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔市民生活部 生活環境課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２９８ 

防災行政無線システム 車載型無線機設置業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

災害発生時における道路等の安全確保を図るため、車載型無線機を配備

し、通信連絡体制を整備するもの。 

 

相

手

方 

名  称 日本電気株式会社 福島支店 

代 表 者 支店長 江沼 和美 

所 在 地 福島県福島市本町５番５号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、本市の防災行政無線システムの機器及びシステムを構築した施工業者であ

り、既設システムと連動したシステムの構築が必要となることから、他の業者では対応が

不可能なため、当該業者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部危機管理課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３０１ 

南相馬市議会議員一般選挙ポスター掲示場（鹿島区）設置管理撤収業務委託 

履行場所  鹿島区一円 

種  類  業務委託 

概  要 

 南相馬市長議会議員一般選挙にかかるポスター掲示場を市選挙管理委員会

が指定する図面に従い、既存の塀等を利用して有権者がよく見えるように設

置し、これらの保守管理を行うとともに選挙終了後に撤収する。 

相

手

方 

名  称  南相馬市鹿島建設業組合 

代 表 者  組合長 後藤 英之 

所 在 地  南相馬市鹿島区岡和田字沢田８８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務委託は、短期間で６８カ所の設置・撤去等を行うとともに、天候等の変化による掲示

場の破損等にも対応することが必要となる。 

このことから、短期間で相当量の作業に対応でき、また、掲示場の破損等を迅速に対応が可

能な上記業者と随意契約するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 選挙管理委員会事務局                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３０２ 

食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（保育園分） 

履行場所 原町あずま保育園（原町区東町三丁目地内）外 

種  類 業務委託 

概  要 

食に対する安全安心の確保を図るため、福島県から貸与された放射能簡

易分析装置５台を市内各保育施設に配置し、自家消費野菜等の検査を行っ

ている。分析装置は放射能測定の正確性を確保するため、年に一回の保守

点検を行う必要があり、この業務を委託する。 

 

相

手

方 

名  称 宝化成機器株式会社 

代 表 者 代表取締役 井上昭二 

所 在 地 福島県郡山市喜久田町卸一丁目６２番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ 

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市保育施設に設置してある分析装置のうち、「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」５台について

は上記事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は上記事業者しか行えないことから、

上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 教育委員会 幼児教育課                    〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３０３ 

食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（学校教育課分） 

履行場所 学校給食センター他４か所 

種  類 業務委託 

概  要 

食に対する安全安心の確保を図るため、放射能簡易分析装置１０台を学

校給食センター及び市内小中学校に配置し、給食食材等の検査を行ってい

る。分析装置は放射能測定の正確性を確保するため、年に一回の保守点検

を行う必要があり、この業務を委託する。 

 

相

手

方 

名  称 宝化成機器株式会社 

代 表 者 代表取締役 阿部 信幸 

所 在 地 福島県郡山市喜久田町卸一丁目６２番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市学校給食センター及び市内小中学校に設置してある分析装置「ＣＡＮ－ＯＳＰ－Ｎ

ＡＩ」１０台については上記事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は上記事業者し

か行えないことから、上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔教育委員会 学校教育課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 

契

約

内

容 

件 名 等 （契約番号）４３０２０００３０４ 

南相馬市超高速インターネット光ファイバーケーブル支障移転業務委託

（小高区蛯沢字西畑） 

履行場所 南相馬市小高区蛯沢字西畑地内 

種  類 業務委託 

概  要 ＮＴＴ所有の電柱に添架している市保有の光ケーブルの移転 

相

手

方 

名  称 東日本電信電話株式会社 宮城事業部 福島支店 

代 表 者 支店長 山口 圭介 

所 在 地 福島県福島市山下町５番１０号 

 

根 

 

拠 

 

規 

 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 

 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

超高速インターネット環境管理運営事業を行うに当たって、ＩＲＵ契約の締結事業者

の選定をプロポーザル方式により行った経過があり、提案の内容等から上記業者とＩＲ

Ｕ契約を締結することとなった。この契約の中（プロポーザルの内容）には光ファイバ

網に関する保守・修繕等についての提案も含まれていたことから、上記業者と随意契約

とするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３０５ 

林地台帳原案編集業務委託 

履行場所 南相馬市内 

種  類 業務委託 

概  要 

 

林地台帳原案編集 一式 

 

相

手

方 

名  称 株式会社パスコ 福島支店 

代 表 者 支店長 野呂 英樹 

所 在 地 福島県福島市栄町６番 6号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 今回の業務委託は、既存の林地台帳に記載してある情報と市所有の課税情報を突合せし、

最新の情報に整理するというものです。 

本業務は地図情報システムの開発元である上記業者でなければ行うことができないた

め、上記業者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 経済部 農林整備課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３１１ 

国見山森林公園除染作業現場管理業務委託 

履行場所 南相馬市原町区高倉地内外 

種  類 業務委託 

概  要 

国見山森林公園除染作業現場管理業務  1式 

 

 

相

手

方 

名  称 株式会社 アイ・ディー・エー 

代 表 者 代表取締役  今井 久登  

所 在 地 群馬県高崎市倉賀野町 4221番地 13 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

国見山森林公園の除染業務は、環境省、復興庁、林野庁 3省の「里山再生モデル事業」 

の基幹事業であり、作業状況、除染結果など詳細な報告を求められる。 

本業務はモデル事業であるため、範囲・手法について環境省と緊密に調整しながら進め

る必要がある。 

当該業者は環境省の除染業務管理を受託し除染業務の現場管理を熟知していることか

ら、この業務を遂行可能な唯一の業者である。よってこの業者と随意契約するものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔経済部農林整備課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３３４ 

防災行政無線システム ＵＰＳバッテリー交換業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

防災行政無線システムの非常電源装置（ＵＰＳ）が想定使用年数を超え

たことを受け、非常時における機器の故障等を防ぎ、適切な運用を可能に

するため、バッテリーの交換を行うもの。 

相

手

方 

名  称 日本電気株式会社 福島支店 

代 表 者 支店長 江沼 和美 

所 在 地 福島県福島市本町５番５号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、本市の防災行政無線システムの機器及びシステムを構築した施工業者であ

り、機器の交換及び動作確認を実施する上で、適切な運用を確保できる業者である。 

また、緊急を要する事案等が発生した場合、他の業者では対応が不可能なため、当該業

者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部 危機管理課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３３５ 

防災行政無線システム 直流電源用ＵＰＳバッテリー交換業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

防災行政無線システムの直流電源用非常電源装置（ＵＰＳ）が想定使用

年数を超えたことを受け、非常時に機器の故障等を防ぎ、適切に運用する

ため、バッテリーの交換を行うもの。 

相

手

方 

名  称 日本電気株式会社 福島支店 

代 表 者 支店長 江沼 和美 

所 在 地 福島県福島市本町５番５号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、本市の防災行政無線システムの機器及びシステムを構築した施工業者であ

り、機器の交換及び動作確認を実施する上で、適切な運用を確保できる業者である。 

また、緊急を要する事案等が発生した場合、他の業者では対応が不可能なため、当該業

者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部 危機管理課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３４２ 

新行政情報システム保守業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 
現行の行政情報システム及び現行の人事給与システム等のデータを新行

政情報システムにデータ移行を行うための業務委託 

相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 福島県いわき市内郷御厩町三丁目１６８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

平成３０年１１月から賃貸借契約が開始する新行政情報システムは上記業者が構築して

いることから、他業者では保守業務が行えないため、構築業者である当該業者との随意契

約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔総務部 情報政策課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３４３ 

新行政情報システムデータ移行業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 
現行の行政情報システム及び現行の人事給与システム等のデータを新行

政情報システムにデータ移行を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 福島県いわき市内郷御厩町三丁目１６８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 新行政情報システムは上記業者が構築していることから、他業者では移行業務が行えな

いため、構築業者である当該業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔総務部情報政策課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３４８ 

南相馬市避難者等情報管理システム導入業務委託 

履行場所 被災者支援・定住推進課 

種  類 業務委託 

概  要 

既存のシステムは住民基本台帳システムと連携しておらず、住民基本台帳

システムから当該システムへのデータの取り込みや反映を手作業で行ってお

り、煩雑な作業やデータの不整合性が発生しうる環境にある。 

このため、新たなシステムを導入し、住民基本台帳システムと連携させる

ことで、異動情報の迅速な更新や電算処理作業の簡素化・効率化を図るとと

もに、データの不整合性が発生しない環境の構築を図る。 

相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 福島県いわき市内郷御厩町三丁目１６８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

既存のシステムは震災の発災に伴い初めて必要となったシステムであるため、参考に

できる類似のシステムが無く、内部の職員のみで試行錯誤し構築されたものである。 

外部の事業者の知識や提案をシステムに反映させることで、業務の正確化や効率化が

期待できることを勘案し、公募型プロポーザル方式により事業者の選定を行ったところ、上

記事業者が最も有益な提案を行ったことから、当該事業者と随意契約を行うものである。 

工事等担当課名 〔被災者支援・定住推進課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件名等 
（契約番号）４３０２０００３６７ 

南相馬市議会議場システム更新業務委託 

履行場所 議会事務局 

種  類 業務委託 

概  要 

南相馬市議会議場の老朽化した音響・映像等の各種機器を更新し、フル

デジタル有線方式を用いたマイクを初め、フルハイビジョンに対応した各

種機器の導入と、これらの機器を一元的に管理し、操作するシステムを導

入する。 

相

手

方 

名  称 安積電気通信興業株式会社 

代 表 者 代表取締役 濵津 充 

所 在 地 福島県郡山市安積町日出山四丁目１２３番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務については、議会運営を効率的かつ確実に行うため、マイク・スピーカー等によ

る拡声や会議録作成のための録音がクリアで高音質であること。広く市民に議会状況を周

知するため、議会の映像をインターネット等で配信するための映像機器について高画質等

高い機能が必要であること。さらに、これら機器を一元的に管理する操作システムは、誰

でも容易に操作できる高い操作性が必要である。 

 これらを踏まえ各事業者からの企画提案の内容等を評価して事業者を選定するプロポー

ザルによる業者選定を実施し、評価した結果、当該事業者がより有益な提案をしたものと

して最優秀事業者に選定されたことから、当該事業者と随意契約を行うものである。 

 

 

工事等担当課名 〔 議会事務局                          〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３６９ 

メタボ予防健康教室実施業務委託 

履行場所 原町保健センター 

種  類 業務委託 

概  要 
 生活習慣病の予防・改善を図ることができる効果的・効率的な取り組み

として、健康的に減量を達成するための健康教室を実施する。 

相

手

方 

名  称 ＲＩＺＡＰ株式会社 

代 表 者 瀬戸 健 

所 在 地 東京都新宿区北新宿２－２１－１ 新宿フロントタワー３１Ｆ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本事業は県の補助対象事業であり、県の提案企業の中から協同企業を選択して企業の提

案プログラムを実施するものである。市では健康的に減量を達成するプログラムの実施を

希望しており、県の提案する企業のプログラムを比較・検討したところ、該当するプログ

ラムを提案した企業はＲＩＺＡＰ株式会社のみであることから、当該企業との随意契約と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 健康福祉部 健康づくり課               〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件名等 
（契約番号）４３０２０００３７１ 

情報セキュリティ外部監査業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 

南相馬市役所 情報政策課を対象とした「地方公共団体における情報セキュ

リティ監査に関するガイドライン（平成２２年１１月９日総務省改定）」に基

づく監査 

相

手

方 

名  称 PwCあらた有限責任監査法人 

代 表 者 代表執行役 木村 浩一郎 

所 在 地 東京都千代田区大手町１－１－１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

情報セキュリティ監査を実施するためには、情報セキュリティマネジメントシステム認

証（ISMS認証）を監査法人が取得している必要がある。市の入札資格参加届業者の中で、

対応可能な業者が当該事業者のみであること、また、当該事業者は、平成２９年度におい

ても本市の情報セキュリティ監査を実施しており、昨年度のフォローアップ及び継続的な

ＰＤＣＡサイクルを効率的・効果的に実施するため、当該事業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



 

様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件名等 
（契約番号）４３０２０００３７４ 

特定個人情報取扱事務安全管理研修業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 
職員への特定個人情報の安全管理に関する知識の向上及び管理体制並びに運

用の向上を図るため講師を派遣し研修会を実施する。 

相

手

方 

名  称 PwCあらた有限責任監査法人 

代 表 者 代表執行役 木村 浩一郎 

所 在 地 東京都千代田区大手町１－１－１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 特定個人情報に係る研修については、セキュリティインシデントの内容を含むことから、

研修実施者が情報セキュリティマネジメントシステム認証（ISMS認証）を取得している事

が望ましい。 

 市の入札資格参加届出業者の中で対応可能な業者が当該事業者のみであることから、当

該事業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３７５ 

小中学校庭木剪定業務委託 

履行場所 小中学校１８校 

種  類 業務委託 

概  要 市内小中学校の庭木の剪定、刈込み、整枝作業 

相

手

方 

名  称 公益社団法人南相馬市シルバー人材センター 

代 表 者 理事長 渡部 定幸 

所 在 地 南相馬市原町区東町三丁目７８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第３項 

□２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

■３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

本業務は小中学校の中低木の剪定業務であり、高所作業車等を必要としない簡易な剪定

業務である。上記業者は当該業務を的確に遂行できる人的能力を有していることから、高

齢者の就業の機会の確保と社会参加に寄与するため、地方自治法施行令第１６７条の２第

１項第３号によりシルバー人材センターとの随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名〔 教育委員会事務局 教育総務課                  〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３７８ 

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）新型受信装置設置業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

大規模な自然災害発生時等に備え、情報伝達に要する処理時間の短縮及

び特別警報等に対する伝達情報の充実を図るため、新型受信装置への更新

を行うもの。 

相

手

方 

名  称 日本電気株式会社 福島支店 

代 表 者 支店長 江沼 和美 

所 在 地 福島県福島市本町５番５号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの 

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、本市の防災行政無線システムの機器及びシステムを構築した施工業者であ

り、本件の全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）については、防災行政無線システム

と連動したシステム構築が必須となることから、適切な運用が確保できる業者である。 

また、緊急を要する事案等が発生した場合、他の業者では対応が不可能なため、当該業

者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部 危機管理課                     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００３８１ 

ＷＢＣシステムリプレイス作業業務委託 

履行場所 南相馬市役所 

種  類 業務委託 

概  要 

ＷＢＣシステムは、現在行政系に接続しているが、セキュリティの強化

から住基系に接続をするにあたり、現在のシステムはウインドウズ７で構

築したシステムで運用しており、ウインドウズ１０対応の住基系に移行し

た場合に動作の保証がなされていないことから、ＷＢＣシステムをウイン

ドウズ１０対応に再構築を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 いわき市内郷御厩町三丁目１６８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

ＷＢＣシステムは、株式会社ＦＳＫが構築したシステムであり、システムのリプレイス

作業についてはＦＳＫしかできないため、当該業者と随意契約するもの。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔健康福祉部 健康づくり課                〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 

契

約

内

容 

件 名 等 南相馬市超高速インターネット光ファイバーケーブル支障移転業務委託

（南相馬市小高区飯崎地内） 

履行場所 南相馬市小高区飯崎地内 

種  類 業務委託 

概  要 ＮＴＴ所有の電柱に添架している市保有の光ケーブルの移転 

相

手

方 

名  称 東日本電信電話株式会社 宮城事業部 福島支店 

代 表 者 支店長 山口 圭介 

所 在 地 福島県福島市山下町５番１０号 

 

根 

 

拠 

 

規 

 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 

 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

超高速インターネット環境管理運営事業を行うに当たって、ＩＲＵ契約の締結事業者

の選定をプロポーザル方式により行った経過があり、提案の内容等から上記業者とＩＲ

Ｕ契約を締結することとなった。この契約の中（プロポーザルの内容）には光ファイバ

網に関する保守・修繕等についての提案も含まれていたことから、上記業者と随意契約

とするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


